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○ 高齢者、複数就業者等に対応したセーフティネットの整備、就業機会の確保等を図るため、雇用保険法、高年齢者雇用安定法、労災保険法等において
必要な措置を講ずる。
○ 失業者、育児休業者等への給付等を行う基盤となる雇用保険制度の安定的な運営等を図るため、育児休業給付の区分経理等の財政運営の見直しを
行う。併せて、現下の雇用情勢等に鑑み、２年間に限った保険料率及び国庫負担の暫定的な引下げ等の措置を講ずる。

改正の趣旨
雇用保険法等の一部を改正する法律の概要

改正の概要

１．高齢者の就業機会の確保及び就業の促進 （高年齢者雇用安定法、雇用保険法）
① 65歳から70歳までの高年齢者就業確保措置（定年引上げ、継続雇用制度の導入、定年廃止、労使で同意した上での雇用以外の措置（継続的に業務委託契約する
制度、社会貢献活動に継続的に従事できる制度）の導入のいずれか）を講ずることを企業の努力義務にするなど、70歳までの就業を支援する。 【令和３年４月施行】

② 雇用保険制度において、65歳までの雇用確保措置の進展等を踏まえて高年齢雇用継続給付を令和７年度から縮小するとともに、
65歳から70歳までの高年齢者就業確保措置の導入等に対する支援を雇用安定事業に位置付ける。 【令和７年４月施行・令和３年４月施行】

２．複数就業者等に関するセーフティネットの整備等 （労災保険法、雇用保険法、労働保険徴収法、労働施策総合推進法 ）
① 複数就業者の労災保険給付について、複数就業先の賃金に基づく給付基礎日額の算定や給付の対象範囲の拡充等の見直しを行う。 【公布後６月を超えない範囲で政令で定める日】
② 複数の事業主に雇用される65歳以上の労働者について、雇用保険を適用する。 【令和４年１月施行】

③ 勤務日数が少ない者でも適切に雇用保険の給付を受けられるよう、被保険者期間の算入に当たり、日数だけでなく労働時間による基準も補完的に設定する。
【令和２年８月施行】

④ 大企業に対し、中途採用比率の公表を義務付ける。 【令和３年４月施行】

３．失業者、育児休業者等への給付等を安定的に行うための基盤整備等 （雇用保険法、労働保険徴収法、特別会計法、労災保険法）
① 育児休業給付について、失業等給付から独立させ、子を養育するために休業した労働者の生活及び雇用の安定を図るための給付と位置付ける。 【令和２年４月施行】

② ①を踏まえ、雇用保険について、以下の措置を講ずる。 【令和２年４月施行】

ア 育児休業給付の保険料率（1,000分の４）を設定するとともに、経理を明確化し、育児休業給付資金を創設する。
イ 失業等給付に係る保険料率を財政状況に応じて変更できる弾力条項について、より景気の動向に応じて判定できるよう算定方法を見直す。

③ ②の整備を行った上で、２年間（令和２～３年度）に限り、雇用保険の保険料率及び国庫負担の引下げ措置を講ずる。 【令和２年４月施行】
※ 保険料率 1,000分の２引下げ、国庫負担 本来の55%を10％に引下げ

④ 雇用保険二事業に係る保険料率を財政状況に応じて1,000分の0.5引き下げる弾力条項について、更に1,000分の0.5引き下げられるようにする。 【令和３年４月施行】

⑤ 保険給付に係る法令上の給付額に変更が生じた場合の受給者の遺族に対する給付には、消滅時効を援用しないこととする。 【令和２年４月施行】

1

HMHKO
テキスト ボックス
資料２－１




現行制度

改正の内容（高年齢者就業確保措置の新設）（令和３年４月１日施行）

改正の趣旨

少子高齢化が急速に進展し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持するため、働く意欲がある高年齢者がその
能力を十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境整備を図ることが必要。
個々の労働者の多様な特性やニーズを踏まえ、70歳までの就業機会の確保について、多様な選択肢を法制度上整え、

事業主としていずれかの措置を制度化する努力義務を設ける。

＜高年齢者雇用確保措置＞
（65歳まで・義務）

＜高年齢者就業確保措置＞（70歳まで・努力義務）

①65歳までの定年引上げ

②65歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主（子会社・関連会社等）
によるものを含む）

③定年廃止

④高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に
業務委託契約を締結する制度の導入

⑤高年齢者が希望するときは、70歳まで継続的に
a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等する
団体が行う社会貢献事業

に従事できる制度の導入

①70歳までの定年引上げ

②70歳までの継続雇用制度の導入
（特殊関係事業主に加えて、他の事業主によ
るものを含む）

③定年廃止

70歳までの就業機会確保（改正高年齢者雇用安定法）（令和3年４月１日施行）

事業主に対して、65歳までの雇用機会を確保するため、高年齢者雇用確保措置（①65歳まで定年引上げ、②65歳ま
での継続雇用制度の導入、③定年廃止）のいずれかを講ずることを義務付け。
※ 平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則として「希望者全員」となった。ただし、24年度までに労使協定により制度適用対象
者の基準を定めていた場合は、その基準を適用できる年齢を令和7年４月までに段階的に引き上げることが可能。（経過措置）

○ 事業主に対して、65歳から70歳までの就業機会を確保するため、高年齢者就業確保措置として、以下の①～⑤の
いずれかの措置を講ずる努力義務を設ける。

○ 努力義務について雇用以外の措置（④及び⑤）による場合には、過半数労働組合等の同意を得た上で導入されるも
のとする。

現行 新設
創業支援等措置（雇用以外の措置）

（過半数労働組合・過半数代表者の同意を得て導入）
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○ 厚生労働大臣は、高年齢者就業確保措置の実施及び運用に関する指針を定める。

○ 厚生労働大臣は、必要があると認めるときに、事業主に対して、高年齢者就業確保措置の実施について必要な指導
及び助言を行うこと、当該措置の実施に関する計画の作成を勧告すること等ができることとする。

○ 70歳未満で退職する高年齢者（※１）について、事業主が再就職援助措置（※２）を講ずる努力義務及び多数離
職届出（※３）を行う義務の対象とする。

※１：定年及び事業主都合により離職する高年齢者等

※２：例えば、教育訓練の受講等のための休暇付与、求職活動に対する経済的支援、再就職のあっせん、教育訓練受講等のあっせん、再就職支援体制の構築など

※３：同一の事業所において、１月以内の期間に５人以上の高年齢者等が解雇等により離職する場合の、離職者数や当該高年齢者等に関する情報等の公共職業安定
所長への届出

○ 事業主が国に毎年１回報告する「定年及び継続雇用制度の状況その他高年齢者の雇用に関する状況」について、高
年齢者就業確保措置に関する実施状況を報告内容に追加する。

その他の改正の内容（令和３年４月１日施行）

＜事業主による雇用・就業機会の確保を促進するための支援＞

・ ①高年齢者就業確保措置を講ずる事業主に対する助成措置や相談体制などの充実、②他社への再就職の措置に関す
る事業主間のマッチングを促進するための受入企業の開拓・確保の支援、③能力・成果を重視する評価・報酬体系の
構築を進める事業主等に対する助成、④高年齢者が安心して安全に働ける職場環境の構築の支援等。

＜高年齢者の再就職やキャリア形成に関する支援＞

・ ①ハローワークの生涯現役支援窓口や産業雇用安定センターによるマッチング機能の強化、②労働者のキャリアプ
ランの再設計等を支援する拠点の整備、③企業の実情に応じた中高年齢層向け訓練の実施等。

＜地域における多様な雇用・就業機会の確保に関する支援＞

・ ①生涯現役促進地域連携事業による地方公共団体を中心とした協議会による取組の推進、②シルバー人材センター
の人手不足分野等での就業機会の開拓・マッチング機能や地域ごとの実情を踏まえた取組の強化等。

高年齢者の活躍を促進するために必要な支援（予算事業等）

70歳までの就業機会確保（改正高年齢者雇用安定法）（令和3年４月１日施行）
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働
組
合
の
、
労
働
者
の
過
半

数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す

る
者
の
同
意
を
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
得
た
創
業
支
援
等
措
置

を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
に
つ
い
て
、
定
年
後
等
（
定

年
後
又
は
継
続
雇
用
制
度
の
対
象
と
な
る
年
齢
の
上
限
に
達
し
た
後
を
い
う
。
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
第
二
号
の
六
十
五
歳
以
上
継
続
雇
用
制
度
の

対
象
と
な
る
年
齢
の
上
限
に
達
し
た
後
七
十
歳
ま
で
の
間
の
就
業
を
確
保
す
る
場

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一

当
該
定
年
の
引
上
げ

二

六
十
五
歳
以
上
継
続
雇
用
制
度
（
そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
が
希
望
す
る
と

き
は
、
当
該
高
年
齢
者
を
そ
の
定
年
後
等
も
引
き
続
い
て
雇
用
す
る
制
度
を
い

う
。
以
下
こ
の
条
及
び
第
五
十
二
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
導
入

三

当
該
定
年
の
定
め
の
廃
止

２

前
項
の
創
業
支
援
等
措
置
は
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
い
う
。

一

そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
が
希
望
す
る
と
き
は
、
当
該
高
年
齢
者
が
新
た
に

事
業
を
開
始
す
る
場
合
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
場
合
を
含
む
。
）
に
、
事

業
主
が
、
当
該
事
業
を
開
始
す
る
当
該
高
年
齢
者
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

6
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者
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
創
業
高
年
齢
者
等
」
と
い
う
。
）
と
の

間
で
、
当
該
事
業
に
係
る
委
託
契
約
そ
の
他
の
契
約
（
労
働
契
約
を
除
き
、
当

該
委
託
契
約
そ
の
他
の
契
約
に
基
づ
き
当
該
事
業
主
が
当
該
事
業
を
開
始
す
る

当
該
創
業
高
年
齢
者
等
に
金
銭
を
支
払
う
も
の
に
限
る
。
）
を
締
結
し
、
当
該

契
約
に
基
づ
き
当
該
高
年
齢
者
の
就
業
を
確
保
す
る
措
置

二

そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
が
希
望
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
業
（
ロ
又

は
ハ
の
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
主
と
当
該
事
業
を
実
施
す
る
者
と
の
間
で
、

当
該
事
業
を
実
施
す
る
者
が
当
該
高
年
齢
者
に
対
し
て
当
該
事
業
に
従
事
す
る

機
会
を
提
供
す
る
こ
と
を
約
す
る
契
約
を
締
結
し
た
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い

て
、
当
該
事
業
を
実
施
す
る
者
が
、
当
該
高
年
齢
者
と
の
間
で
、
当
該
事
業
に

係
る
委
託
契
約
そ
の
他
の
契
約
（
労
働
契
約
を
除
き
、
当
該
委
託
契
約
そ
の
他

の
契
約
に
基
づ
き
当
該
事
業
を
実
施
す
る
者
が
当
該
高
年
齢
者
に
金
銭
を
支
払

う
も
の
に
限
る
。
）
を
締
結
し
、
当
該
契
約
に
基
づ
き
当
該
高
年
齢
者
の
就
業

を
確
保
す
る
措
置
（
前
号
に
掲
げ
る
措
置
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
）

イ

当
該
事
業
主
が
実
施
す
る
社
会
貢
献
事
業
（
社
会
貢
献
活
動
そ
の
他
不
特

定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
事
業
を

い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

ロ

法
人
そ
の
他
の
団
体
が
当
該
事
業
主
か
ら
委
託
を
受
け
て
実
施
す
る
社
会

貢
献
事
業

ハ

法
人
そ
の
他
の
団
体
が
実
施
す
る
社
会
貢
献
事
業
で
あ
つ
て
、
当
該
事
業

主
が
当
該
社
会
貢
献
事
業
の
円
滑
な
実
施
に
必
要
な
資
金
の
提
供
そ
の
他
の

援
助
を
行
つ
て
い
る
も
の

３

六
十
五
歳
以
上
継
続
雇
用
制
度
に
は
、
事
業
主
が
、
他
の
事
業
主
と
の
間
で
、

7
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当
該
事
業
主
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
で
あ
つ
て
そ
の
定
年
後
等
に
雇
用
さ
れ
る
こ

と
を
希
望
す
る
も
の
を
そ
の
定
年
後
等
に
当
該
他
の
事
業
主
が
引
き
続
い
て
雇
用

す
る
こ
と
を
約
す
る
契
約
を
締
結
し
、
当
該
契
約
に
基
づ
き
当
該
高
年
齢
者
の
雇

用
を
確
保
す
る
制
度
が
含
ま
れ
る
も
の
と
す
る
。

４

厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
措
置
及
び
創
業
支
援
等
措
置
（
次

条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て
「
高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
」
と
い
う
。
）
の

実
施
及
び
運
用
（
心
身
の
故
障
の
た
め
業
務
の
遂
行
に
堪
え
な
い
者
等
の
六
十
五

歳
以
上
継
続
雇
用
制
度
及
び
創
業
支
援
等
措
置
に
お
け
る
取
扱
い
を
含
む
。
）
に

関
す
る
指
針
（
次
項
に
お
い
て
「
指
針
」
と
い
う
。
）
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

５

第
六
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
指
針
の
策
定
及
び
変
更
に
つ
い
て
準

用
す
る
。

（
高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
に
関
す
る
計
画
）

第
十
条
の
三

厚
生
労
働
大
臣
は
、
高
年
齢
者
等
職
業
安
定
対
策
基
本
方
針
に
照
ら

（
新
設
）

し
て
、
高
年
齢
者
の
六
十
五
歳
か
ら
七
十
歳
ま
で
の
安
定
し
た
雇
用
の
確
保
そ
の

他
就
業
機
会
の
確
保
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
事
業
主
に
対
し
、

高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
の
実
施
に
つ
い
て
必
要
な
指
導
及
び
助
言
を
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

２

厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
又
は
助
言
を
し
た
場
合
に
お
い

て
、
高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
の
実
施
に
関
す
る
状
況
が
改
善
し
て
い
な
い
と
認

め
る
と
き
は
、
当
該
事
業
主
に
対
し
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

、
高
年
齢
者
就
業
確
保
措
置
の
実
施
に
関
す
る
計
画
の
作
成
を
勧
告
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

8
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３

事
業
主
は
、
前
項
の
計
画
を
作
成
し
た
と
き
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
こ
れ
を
厚
生
労
働
大
臣
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
れ
を
変
更

し
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

４

厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
二
項
の
計
画
が
著
し
く
不
適
当
で
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
当
該
計
画
を
作
成
し
た
事
業
主
に
対
し
、
そ
の
変
更
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
高
年
齢
者
雇
用
等
推
進
者
）

（
高
年
齢
者
雇
用
推
進
者
）

第
十
一
条

事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
高
年
齢
者
雇

第
十
一
条

事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
高
年
齢
者
雇

用
確
保
措
置
等
を
推
進
す
る
た
め
、
作
業
施
設
の
改
善
そ
の
他
の
諸
条
件
の
整
備

用
確
保
措
置
を
推
進
す
る
た
め
、
作
業
施
設
の
改
善
そ
の
他
の
諸
条
件
の
整
備
を

を
図
る
た
め
の
業
務
を
担
当
す
る
者
を
選
任
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

図
る
た
め
の
業
務
を
担
当
す
る
者
を
選
任
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

い
。

。

（
再
就
職
援
助
措
置
）

（
再
就
職
援
助
措
置
）

第
十
五
条

事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
等
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

第
十
五
条

事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
等
（
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

者
に
限
る
。
）
そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
第

者
に
限
る
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
解
雇
（
自
己
の
責
め
に
帰
す
べ

一
項
に
お
い
て
「
再
就
職
援
助
対
象
高
年
齢
者
等
」
と
い
う
。
）
が
解
雇
（
自
己

き
理
由
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
）
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の
と
し
て
厚
生
労
働

の
責
め
に
帰
す
べ
き
理
由
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
）
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で

省
令
で
定
め
る
理
由
（
以
下
「
解
雇
等
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
離
職
す
る
場
合
に

定
め
る
理
由
に
よ
り
離
職
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
再
就
職
援
助
対
象
高
年
齢

お
い
て
、
当
該
高
年
齢
者
等
が
再
就
職
を
希
望
す
る
と
き
は
、
求
人
の
開
拓
そ
の

者
等
が
再
就
職
を
希
望
す
る
と
き
は
、
求
人
の
開
拓
そ
の
他
当
該
再
就
職
援
助
対

他
当
該
高
年
齢
者
等
の
再
就
職
の
援
助
に
関
し
必
要
な
措
置
（
以
下
「
再
就
職
援

象
高
年
齢
者
等
の
再
就
職
の
援
助
に
関
し
必
要
な
措
置
（
以
下
「
再
就
職
援
助
措

助
措
置
」
と
い
う
。
）
を
講
ず
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

置
」
と
い
う
。
）
を
講
ず
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

２

（
略
）

9
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（
多
数
離
職
の
届
出
）

（
多
数
離
職
の
届
出
）

第
十
六
条

事
業
主
は
、
再
就
職
援
助
対
象
高
年
齢
者
等
の
う
ち
厚
生
労
働
省
令
で

第
十
六
条

事
業
主
は
、
そ
の
雇
用
す
る
高
年
齢
者
等
の
う
ち
厚
生
労
働
省
令
で
定

定
め
る
数
以
上
の
者
が
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
理
由

め
る
数
以
上
の
者
が
解
雇
等
に
よ
り
離
職
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生

に
よ
り
離
職
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
公
共
職
業
安
定
所
長
に
届
け
出

に
よ
り
、
そ
の
旨
を
公
共
職
業
安
定
所
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

２

（
略
）

（
求
職
活
動
支
援
書
の
作
成
等
）

（
求
職
活
動
支
援
書
の
作
成
等
）

第
十
七
条

事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
解
雇
（
自
己

第
十
七
条

事
業
主
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
解
雇
等
に
よ

の
責
め
に
帰
す
べ
き
理
由
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
）
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
も
の

り
離
職
す
る
こ
と
と
な
つ
て
い
る
高
年
齢
者
等
が
希
望
す
る
と
き
は
、
そ
の
円
滑

と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
理
由
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
解
雇
等
」
と

な
再
就
職
を
促
進
す
る
た
め
、
当
該
高
年
齢
者
等
の
職
務
の
経
歴
、
職
業
能
力
そ

い
う
。
）
に
よ
り
離
職
す
る
こ
と
と
な
つ
て
い
る
高
年
齢
者
等
（
厚
生
労
働
省
令

の
他
の
当
該
高
年
齢
者
等
の
再
就
職
に
資
す
る
事
項
（
解
雇
等
の
理
由
を
除
く
。

で
定
め
る
者
に
限
る
。
）
が
希
望
す
る
と
き
は
、
そ
の
円
滑
な
再
就
職
を
促
進
す

）
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
及
び
事
業
主
が
講
ず
る
再
就
職
援
助
措

る
た
め
、
当
該
高
年
齢
者
等
の
職
務
の
経
歴
、
職
業
能
力
そ
の
他
の
当
該
高
年
齢

置
を
明
ら
か
に
す
る
書
面
（
以
下
「
求
職
活
動
支
援
書
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し

者
等
の
再
就
職
に
資
す
る
事
項
（
解
雇
等
の
理
由
を
除
く
。
）
と
し
て
厚
生
労
働

、
当
該
高
年
齢
者
等
に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

省
令
で
定
め
る
事
項
及
び
事
業
主
が
講
ず
る
再
就
職
援
助
措
置
を
明
ら
か
に
す
る

書
面
（
以
下
「
求
職
活
動
支
援
書
」
と
い
う
。
）
を
作
成
し
、
当
該
高
年
齢
者
等

に
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

２

（
略
）

（
雇
用
状
況
等
の
報
告
）

（
雇
用
状
況
の
報
告
）

第
五
十
二
条

事
業
主
は
、
毎
年
一
回
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

第
五
十
二
条

事
業
主
は
、
毎
年
一
回
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
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、
定
年
、
継
続
雇
用
制
度
、
六
十
五
歳
以
上
継
続
雇
用
制
度
及
び
創
業
支
援
等
措

、
定
年
及
び
継
続
雇
用
制
度
の
状
況
そ
の
他
高
年
齢
者
の
雇
用
に
関
す
る
状
況
を

置
の
状
況
そ
の
他
高
年
齢
者
の
就
業
の
機
会
の
確
保
に
関
す
る
状
況
を
厚
生
労
働

厚
生
労
働
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

２

（
略
）
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雇用保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

衆議院 厚生労働委員会 

 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

 

一 六十五歳までの高年齢者雇用確保措置が全ての企業において確実に実施されるよう事

業主に対する周知を強化するとともに、違反事業主に対する指導等を通じて、六十五歳ま

での希望者全員の雇用確保が図られるように努めること。 

 

二 事業主が複数の高年齢者就業確保措置を講ずる場合において、個々の労働者の意思を

十分に尊重することを指針等で明確にし、その周知徹底を図ること。 

 

三 創業支援等措置による就業は、労働関係法令による労働者保護などが図られないこと

から、以下の事項を指針等で明確にすることを検討し、その周知徹底を図ること。 

 

１ 事業主は、当該措置を選択する理由を書面等により過半数労働組合又は過半数代表

者に十分に説明すること及び当該措置を適用する労働者に対しても丁寧に説明し納得

を得る努力をすることが重要であること。 

 

２ 事業主が当該措置のみを講ずる場合は、過半数労働組合等の同意が必要であること。

また、継続雇用制度の導入に加えて当該措置を講ずる場合であっても、過半数労働組合

等の同意を得ることが望ましいこと。 

 

３ 当該措置により就業する者について、同種の業務に労働者が従事する場合における

労働契約法に規定する安全配慮義務の内容も勘案しつつ、委託業務の内容・性格等に応

じた配慮を当該措置を講ずる事業主が行うことが望ましいこと。 

 

４ 高年齢者雇用安定法の改正の趣旨が七十歳までの雇用・就業機会の確保であること

を踏まえ、当該措置を講ずる事業主は、七十歳まで継続的に労働者を支援することが求

められること。 

 

四 創業支援等措置による就業について、「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイド

ライン」を参考とするよう周知・広報すること。また、就業する者が被災したことを把握

した場合は、当該措置を講ずる事業主が厚生労働大臣に報告することを検討することと

し、同種の災害の再発を防止するための対策の検討に当該報告を活用すること。 
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五 高年齢期においては、労働者の体力や健康状態その他の本人を取り巻く状況がより多

様となることから、事業主がより柔軟な労働条件を整備できるよう適切に支援すること。 

 

六 六十五歳以降も働くことを希望する全ての労働者が個々の意欲及び能力に応じて働く

ことができる環境整備を図るため、施策の充実に努めること。 

 

七 雇用政策に対する政府の責任を示すものである雇用保険の国庫負担については、改正

後の雇用保険法附則第十五条の規定に基づき、早期に安定財源を確保し、本則に戻すこと。

また、今回の時限的な国庫負担率の引下げ措置の継続については、令和三年度までの二年

度間に厳に限った措置とすること。 

 

八 失業等給付と異なる給付体系に位置付けられる育児休業給付について、給付額が増加

傾向にある状況を踏まえ、中長期的な観点から国庫負担割合も含めた制度の在り方を検

討すること。 

 

九 求職者支援制度について、雇用の安定化の必要性が高い者に対し十分な支援が行き届

くよう制度運営の充実に努めるとともに、雇用政策に対する政府の責任を示す観点から、

国庫負担割合の在り方を検討すること。 

 

十 企業による六十五歳までの雇用継続を下支えしている高年齢雇用継続給付について、

今回の給付率の引下げに当たって、働き方改革関連法の「同一労働同一賃金」に基づく高

年齢者の不合理な待遇差の解消に取り組む企業に対して十分な支援を行うこと。その上

で、今後の給付の在り方については、六十五歳までの高年齢労働者の雇用の進展状況を十

分に踏まえ、中長期的な観点から検討すること。 

 

十一 複数の事業所に雇用される六十五歳以上の労働者に対する雇用保険の適用について、

施行後五年を目途に、懸念される逆選択やモラルハザードといった事象も含め、適用によ

る行動変化や財政への影響等を十分に検証し、必要に応じて、マルチジョブホルダーに対

する雇用保険の適用の在り方を検討すること。 

 

十二 新型コロナウイルス感染症により我が国経済は大きな影響を受けており、今後雇用

への影響の拡大が懸念されることから、雇用の維持に向け、雇用安定資金も活用して、雇

用調整助成金をはじめとする雇用保険二事業により十分な支援を行うこと。 
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十三 労災保険の複数事業者に係る改正事項を確実に実施するとともに、特別加入制度に

ついて、働き方が多様化し、雇用類似の働き方も拡大していることから、労働者に準じて

保護することがふさわしいとみなされる者の加入促進を図るため、制度の周知・広報を積

極的に行うこと。また、社会経済情勢の変化を踏まえ、その対象範囲や運用方法等につい

て、適切かつ現代に合ったものとなるよう必要な見直しを行うこと。 

 

十四 大企業における中途採用比率の公表に当たっては、企業の実態や入社後のキャリア

パスなどの情報も中途採用を目指す労働者にとって有益であることから、様々な情報を

総合的に公表しやすくするための支援を検討すること。 
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